
附 属 明 細 書
１．固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第83 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細
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（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額 減 損 損 失 累 計 額

差引当期末残高 摘要
当期償却額 当期損

益内
当期損
益外

有形固定資産（特
定償却資産）

建 物 16¶813¶290¶033 872¶056¶559 0 17¶685¶346¶592 4¶922¶279¶838 807¶908¶383 0 0 0 12¶763¶066¶754

構 築 物 898¶083¶423 94¶925¶858 0 993¶009¶281 639¶859¶271 56¶838¶076 0 0 0 353¶150¶010

工具器具備品 402¶572¶020 142¶568¶566 42¶599¶998 502¶540¶588 342¶848¶927 10¶021¶962 0 0 0 159¶691¶661

船 舶 831¶004 0 0 831¶004 830¶998 0 0 0 0 6

車 両 運 搬 具 1¶390¶632 0 0 1¶390¶632 1¶390¶631 0 0 0 0 1

計 18¶116¶167¶112 1¶109¶550¶983 42¶599¶998 19¶183¶118¶097 5¶907¶209¶665 874¶768¶421 0 0 0 13¶275¶908¶432

有形固定資産（特
定償却資産以外）

建 物 492¶044¶237 90¶202¶269 0 582¶246¶506 85¶070¶805 28¶047¶718 0 0 0 497¶175¶701

構 築 物 79¶971¶046 6¶812¶382 0 86¶783¶428 12¶026¶786 3¶507¶953 0 0 0 74¶756¶642

工具器具備品 2¶967¶830¶678 1¶587¶826¶653 630¶443¶669 3¶925¶213¶662 2¶096¶864¶415 653¶534¶881 0 0 0 1¶828¶349¶247

図 書 1¶667¶110¶357 26¶274¶896 9¶552¶357 1¶683¶832¶896 ` ` ` ` ` 1¶683¶832¶896

車 両 運 搬 具 10¶079¶458 0 0 10¶079¶458 9¶612¶239 1¶311¶303 0 0 0 467¶219

計 5¶217¶035¶776 1¶711¶116¶200 639¶996¶026 6¶288¶155¶950 2¶203¶574¶245 686¶401¶855 0 0 0 4¶084¶581¶705

非 償 却 資 産 土 地 23¶610¶400¶000 0 0 23¶610¶400¶000 ` ` 0 0 0 23¶610¶400¶000

美術品・収蔵品 36¶655¶250 2¶000¶000 0 38¶655¶250 ` ` ` ` ` 38¶655¶250

建 設 仮 勘 定 0 265¶792¶800 0 265¶792¶800 ` ` ` ` ` 265¶792¶800

計 23¶647¶055¶250 267¶792¶800 0 23¶914¶848¶050 ` ` 0 0 0 23¶914¶848¶050

] 減損の認識に至った経緯
建物については、使用されている範囲又は方法について、当該資産の使用可能性を著しく低下
させる変化が前年度以前より生じており、当年度も引き続き、その全部の使用が想定されていな
いため、減損を認識しています。
電話加入権については、市場価格が著しく下落しており、回復の見込みがあると認められない
ため、減損を認識しています。

^ 減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごとの内訳
建物については、不動産鑑定評価額が帳簿価額を上回っているため、減損額は算出されません
でした。
電話加入権については、東日本電信電話株式会社が定める施設設置負担金が帳簿価額を上回っ
ているため、減損額は算出されませんでした。

_ 回収可能サービス価額
建物については、不動産鑑定評価額を用いています。
また、電話加入権については、東日本電信電話株式会社が定める施設設置負担金を用いていま
す。

損益計算書の注記事項
１．過年度受託研究費等返納額は、費用及び収益を計上した前々事業年度の受託事業費等について、
当事業年度に額の確定により返納額が生じ、臨時損失計上を行ったものです。
キャッシュ・フロー計算書の注記事項
１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳は、以下のとおりです。

（単位：円）

科 目 名 資金期末残高

現 金 及 び 預 金 4¶173¶323¶874

定 期 預 金 � 1¶300¶000¶000

合 計 2¶873¶323¶874

２．重要な非資金取引
\ ファイナンス・リースによる資産の取得 470¶244¶422円
] 現物寄附による固定資産の取得 98¶418¶862円
^ 現物寄附による少額物品の取得 57¶400¶049円
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